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１ 本事業の目的 
伊豆市日向地区に建設中のひなた公園（以下「本公園」という。）は、伊豆市立伊豆中学

校の南側に位置し、防災機能を有する公園として、令和８年４月下旬の供用開始を予定して

います。 

近年の大規模な自然災害に対し、本市では一時的な広域避難所や救援物資を受け入れる倉

庫、応急仮設住宅用地などに対応できる防災拠点がないことから整備が求められています。 

このような状況を踏まえ、「伊豆市地域防災計画 第２章災害予防計画 第２節 ３防災

公園の整備計画」に基づき、災害時には防災拠点としてさまざまな防災活動を支える公園を

整備するとともに、平常時には狩野川や天城連山を望む水辺環境や景観を活かし、多様なレ

クリエーションの場を提供する防災公園整備を進めています。 

以上のことから、本公園の管理運営手法として指定管理者制度を導入し、民間事業者の知

見やノウハウをより一層活用した魅力的なサービス向上と効率的な管理運営を図りたいと考

えております。指定管理者の創意工夫に基づいた取り組みが図られることによって、「レク

リエーションと安全・安心の拠点」として確立されることを期待します。 

 

なお、本募集は、伊豆市公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例（平成16年

伊豆市条例第57号。以下「手続条例」という。）その他の関連法令及び本要項に基づき実施

することとし、本要項に記載のない事項については本市と協議して定めるものとします。 

 

[参考：根拠法令等] 

※地方自治法第244条の２ （第１、２項 略） 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認

めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普通地方公共

団体が指定するものに、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

※伊豆市公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例 

（公募） 

第２条 市長は、指定管理者に公の施設の管理を行わせようとするときは、次に掲げる事

項を明示し、指定管理者になろうとする法人その他の団体（以下「団体等」という。）

を公募するものとする。 

 

２ 施設の概要 

⑴ 施設の名称 

伊豆市ひなた公園 

 

⑵ 所在地 

静岡県伊豆市日向413番地の１ 

 

⑶ 設置目的 

狩野川や天城連山を望む水辺環境や景観を活かし、多様なレクリエーションの場を提供

するとともに、大規模災害に備えたさまざまな防災活動を支える公園として、平常時は市

民憩いの場として活用し、災害時には避難先や災害対策の拠点となることを目的とします。 
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⑷ 供用開始時期 

令和８年４月下旬予定 

 

⑸ 施設概要 

施設計画の詳細については別添「公園計画平面図」をご参照ください。 

〇管理棟（木造一部Ｓ造２階（準耐火構造）） 

・建築面積：714.16 ㎡ 

・延床面積：742.31 ㎡ 

・施設内容：①備蓄倉庫 

②交流スペース（１階、２階）※避難スペースとして利用も可 

③運営者事務室 

④給湯室 

⑤トイレ 

⑥その他（屋根付テラス倉庫、廊下等） 

 

〇トイレ棟（木造１階） 

・建築面積：98.57 ㎡ 

・延床面積：86.19 ㎡ 

・施設内容：①トイレ（男子トイレ：便器 小５箇所、大２箇所、女子トイレ：便 

器：８箇所、みんなのトイレ：１箇所（災害時対応）） 

②その他（用具入れ等） 

 

〇芝生広場 

・全体面積 約27,500 ㎡(内訳：一般的な草刈機による芝刈範囲： 約5,000 ㎡、 

  ロボット草刈機による芝刈範囲： 約22,500 ㎡） 

 

〇遊具 

・設置数 12基 

（内訳：インクルーシブ遊具 １基、ザイルクライミング １基、スカイロープ 

１基、砂場（日除け含む）１基、オムニスピナー １基、プロペラシーソー １基、スイン

グ遊具 ３基、三連鉄棒 １基、インクルーシブブランコ １基、ちびっこマウンテン 

１基） 
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３ 指定管理者の指定及び期間 

⑴  指定管理者の指定の流れ 

①  伊豆市指定管理者審査会により、指定管理候補者の選定を行います。 

②  その後、本市は指定管理候補者と指定管理業務を円滑に実施するための基本的事項

を定める協定に関する協議を行い、令和７年12月の議決を経て、指定管理者に指定し

ます。 

③  指定管理者として指定された者は、供用開始までの間、指定管理候補者として供用

開始準備業務等を行います。 

④  その後、令和８年４月下旬から指定管理者として本施設の運営・維持管理業務を実

施します。 

 

指定管理者の指定スケジュール 
 

日付 手続 
本書での 

取り扱い 
主に行う業務 

令和７年10月 指定管理審査会による審査 応募者 ― 

令和７年11月 
指定管理候補者の選定及び覚

書の締結 

指定管理候補者 

・覚書に関する協議 

令和７年12月 議会による指定管理者の指定 ― 

令和７年11月～ 

令和８年３月 
供用開始準備期間 ・基本協定及び年度協定に関

する協議 

・運営に関する協議 

・供用開始準備 
令和８年３月 

指定管理に関する基本協定及

び年度協定の締結 

令和８年４月下旬 指定管理業務の開始 指定管理者 ・本施設の運営・維持管理 

※ 議会での議決が得られない場合、又は議決を得るまでの間に指定管理者として指定するこ

とが著しく不適当と認められる事情が生じた場合は、指定管理者として指定しません。これ

らの場合、指定管理候補者が応募に関して負担した費用及び供用開始準備のために負担した

費用については、一切補償しません。 

 

⑵  指定期間 

指定期間は、令和８年４月下旬から令和13年３月末までの５年間を最初の指定期間とし

て予定しています。なお、指定期間の開始日は、指定管理候補者との協議により決定しま

す。 
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４ 管理の基準 

(1) 供用日及び供用時間 

ア 多目的芝生広場は、１月１日から12月31日まで、午前０時から午後12時までとします。 

イ 管理棟は、１月１日から12月31日まで、午前８時30分から午後５時15分までとします。 

 

⑵ 管理運営形態 

指定管理者は、清掃や設備の保守点検といった個々の具体的業務を第三者に委託し実施

することは差し支えありませんが、本業務の全部を一括して第三者に委託し、又は請け負

わせることはできません。 

 

⑶ 管理運営体制 

指定管理者は、各施設において適正に業務を遂行できる必要十分な知識及び技能を有す

る従業員を配置することとします。なお、法令等により資格を必要とする場合は、有資格

者を選任するものとします。 

指定管理者は、市内からの積極的な雇用に努めるとともに、従業員の資質を高めるため

の研修等の実施や施設の管理運営に必要な知識と技術の習得に努めるものとします。 

 

(4) 関係法令等の遵守 

指定管理者は、業務を遂行するうえで関連する法令の定めに従うほか、伊豆市ひなた公

園条例（令和７年伊豆市条例第21号。以下「公園条例」という。）、手続条例、規則、規

程、覚書、基本協定書、年度協定書及び本市が指示する事項を遵守しなければなりません。 

 

５ 業務の範囲 

本募集により選定後、本公園の供用開始までの期間は「指定管理候補者」として、本市

と協力しながら、本公園の供用開始に係る各種調整・準備を行うものとします。また、供

用開始後は「指定管理者」として、施設の管理運営等に関する業務を行うものとします。 

 

(1) 指定管理者が行う業務 

指定管理者が行う業務の範囲は、以下のア～チとします。各業務の詳細については、別

添「業務水準書」に定めるほか、指定管理候補者の選定後、本市と協議のうえ、決定する

ものとします。 

ア 建築物等保守管理業務 

イ 公園施設等の保守管理業務 

ウ 清掃管理業務 

エ 保安警備業務 

オ 植栽管理業務 
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カ 修繕業務 

キ 拾得物・放置物等の管理業務 

ク 物品管理業務 

ケ 電気、水道等の光熱水費の支払等 

コ 公園等の状況把握に関する業務 

サ 地域・住民等との連携業務 

シ 施設の運営業務 

ス 事故・災害発生時等の緊急対応 

セ 利用実態調査・モニタリング業務 

ソ 広報 

タ 近隣への配慮 

チ 自主事業 

 

６ 管理運営に要する費用（指定管理者の事業収入） 

・施設の管理運営に要する人件費、維持管理費（水道光熱費等を含む）、事務費等の経費は、

本市が支払う指定管理料、その他収入（自主事業による売上など）をもって、指定管理者

が負担するものとします。 

・本施設は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第244条の２第８項

及び公園条例の規定による利用料金制度を適用するため、指定管理者は、施設の利用料金

を自らの収入とすることができます。 

・利用料金の額は公園条例で定める額の範囲内において、市長の承認を得て指定管理者が定

めるものとします。 

 

７ 指定管理料 

・本市は、本施設の管理運営経費のうち、年間2,500万円を上限金額として、指定管理料を

支払います。ただし、指定管理料の上限額は、議会の議決により変更となる場合がありま

す。 

・指定管理者は、指定管理料を指定期間中に縮減することを目標に収益性の向上に努めるも

のとします。指定管理料の縮減に向けた計画については、年度ごとの売上目標を検討しつ

つ、「事業計画書」（様式７）および「収支計画書」（様式８）により提案してください。 

・指定管理料の額は、指定管理者の提案に基づき、本市と指定管理者が協議のうえ決定し、

年度ごとに締結する年度協定書において定めるものとします。そのため、収入が支出を大

きく上回る場合、翌年度の指定管理料は減額となることがあります。 

 
８ 自主事業に関する事項 

・指定管理者は、自主事業による売上を収入とすることができます。 

・自主事業による利益の一部を本施設の管理費に充当するなど、積極的な還元を期待します。
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還元の方法や割合は、提案によるものとします。 

・自主事業を実施する場合は、本施設の設置目的に沿ったものとし、実施にあたっては事前

に事業計画書を提出し、本市の承認を得ることとします。 

 
９ リスク管理、役割分担及び保険加入に関する事項 

⑴ リスク管理に関する事項 

・本市と指定管理（候補）者のリスク分担は次表に定める事項とし、疑義が生じた場合、

又は不測の事態が生じた場合は、本市と指定管理（候補）者が協議のうえ、定めるもの

とします。 

・指定管理（候補）者は、管理運営業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生

した場合には、被害が最小限となるよう迅速かつ最善の措置を講じるとともに、直ちに

本市を含む関係者に対して通報するものとします。 

 

(2)  災害時における市による施設の使用 

・市は、災害時に、施設の一部を一時集結地及び避難経由所として必要な範囲で使用しま

す。この場合、市に災害対策本部が設置された時点、又は災害対策本部が設置されるこ

とが見込まれた時点、若しくは災害が発生するおそれが生じた時点で、これらのための

使用が優先されるものとします。これらのための使用の期間が合理的なものであるかぎ

り、公園施設の使用が制限されることに伴う補償はありません。 

 

⑶ 損害賠償 

・指定管理（候補）者は､故意又は過失により、その管理する施設又は設備を損壊し､又は

滅失したときは、それによって生じた損害を本市に賠償しなければならないものとしま

す。 

・指定管理（候補）者の責めに帰すべき事由により、本市又は第三者に損害を与えたとき

は、その損害を賠償しなければならないものとします。 

 

⑷ 事業の継続が困難となった場合における措置 

ア 指定管理候補者の責めに帰すべき事由による場合（指定管理者の指定まで） 

指定管理候補者が本施設の供用開始までに、財務状況の悪化等により、事業の履行が

困難であると認められるとき、又は社会的信用を失墜するなど指定管理者として相応し

くないと認められるときは、指定管理者として指定しないものとし、本市に損害が生じ

た場合には本市に対し賠償するものとします。 

 
イ 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合（指定期間中） 

指定管理者の責めに帰すべき事由により適切な管理運営が困難となった場合、又は指
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定管理者の財務状況が著しく悪化し、指定に基づく管理運営の継続が困難と認められる

場合は、本市は、指定管理者の指定を取消し、又は期間を定めて業務の停止を命じるこ

とができるものとします。 

この場合において、本市に損害が生じた場合には指定管理者は、本市に対し賠償する

ものとします。 

 
ウ 不可抗力等による場合 

災害その他の不可抗力等、本市又は指定管理者の責めに帰することができない事由に

より管理運営の継続が困難となった場合、本市と指定管理者は管理運営の継続の可否に

ついて真摯に協議を行うものとします。 

その結果、事業の継続が困難であると判断した場合は、本市は指定管理者の指定を取

消し、又は期間を定めて業務の停止を命じることができるものとします。 

 

⑸ 保険加入に関する事項 

・本施設内で事故等が発生した場合、利用者に対する賠償責任は施設設置者である本市が

負うことになるため、本市は以下の総合賠償保険に加入します。 

しかし、指定管理者の瑕疵により発生した事故の場合は、本市が指定管理者に対して、

その範囲内で請求することになるため、指定管理者は自らのリスクに対して適切な保険

等に加入するものとします。 

【全国町村会総合賠償保障保険】 

- 身体賠償：１名につき最大 1.5 億円、１事故で最大15億円 

- 財物賠償：１事故につき最大 2,000 万円 

・火災保険は、本市において全国市有物件災害共済会の「建物総合損害共済」に加入する

予定ですが、その他必要となる保険があれば、指定管理者の負担において付保するもの

とします。 

  



8 
 

リスク分担表 
 

区分 種類 リスクの内容 
負担区分 

 

本市 
指定管理

(候補)者 

選定・

準備 

事業者選定 

指定管理（候補）者が作成した提案書の

不備によるもの 

  

○ 

上記以外のもの 協議による 

準備作業 
指定管理者の管理運営に必要な供用開

始準備に関するもの 

  

○ 

供用開始の遅延 
指定管理者の帰責事由によるもの  ○ 

上記以外のもの 協議による 

制度

関連 

法令の変更 
管理運営に直接関係する法令等の新

設・変更によるもの 

 

○ 
 

税制の変更 
管理運営に影響を及ぼす税制の変更に

よるもの 

 

○ 
 

経済 

物価変動 
人件費、物品費等の物価変動に伴う経費

の増（著しいものを除く） 

  

○ 

金利変動 
金利変動に伴う経費の増（著しいものを

除く） 

  

○ 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落

盤、火災、争乱、暴動その他本市又は指

定管理者の責めに帰すことのできない

自然的又は人為的な現象）によるもの

（災害時における市による公園施設の

使用を除く） 

協議による 

運営 

業務内容の変更 

指定管理者の帰責事由によるもの  ○ 

本市の帰責事由によるもの ○  

上記以外のもの 協議による 

債務不履行 
指定管理者による協定等の不履行  ○ 

本市による協定等の不履行 ○  

支払遅延 
指定管理者の帰責事由によるもの  ○ 

上記以外のもの 協議による 

第三者への賠償 

指定管理者の帰責事由によるもの（騒

音、振動、臭気等） 

  

○ 

上記以外のもの 協議による 

利用者等への対

応 

管理運営に関する要望、苦情等への対応  ○ 

施設・設備に関する要望、苦情等への対

応 

 

○ 

 

上記以外のもの 協議による 

臨時休業 

指定管理者の帰責事由によるもの（火災 

等） 

  

○ 

上記以外のもの（災害時における市によ

る公園施設の使用を除く） 

協議による 

セキュリティ 
警備不備による盗難等  ○ 

情報の管理及び保護に関するもの  ○ 

需要変動 利用者数の変動等  ○ 
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区分 種類 リスクの内容 
負担区分 

 

本市 
指定管理

(候補)者 

維持

管理 

施設及び物品の

損壊・損傷等 

指定管理者の帰責事由によるもの  ○ 

施設・設備の隠れた瑕疵によるもの ○  

上記以外のもの 協議による 

保険 

施設の設置に関するもの（火災保険） ○  

施設の管理に関するもの（施設賠償責任

保険） 

 

○ 
 

○ 

管理運営業務に関するもの（車両保険・

利用者に係る保険等） 

  

○ 

施設等の修繕 

１件あたり金額が50万円未満のもの  ○ 

資本的支出（当該固定資産の価値を高め、 

又はその耐久性を増すこととなるもの） 

及び１件あたり金額が50万円以上のもの 

 
○ 

 

維持管理費の

増大 

指定管理者の帰責事由によるもの  ○ 

上記以外のもの 協議による 

事業

終了 
指定の取消し 指定管理者の帰責事由によるもの  ○ 

 

10 応募資格 

応募者の資格は、以下のとおりとします。 

⑴ 日本国内に主たる事務所又は事業所が所在する法人その他の団体（以下「団体等」とい

う。）で、公園の管理運営により、利用者と地域住民との交流の促進及び本市の活性化に

寄与することができる者とします。また、応募できる「その他の団体」とは、団体又は複

数の団体により構成された共同事業体（以下「共同事業体」という。）とし、法人格の有無

は問いません。したがって、個人での申請はできません。なお、共同事業体で応募する場

合は、下記の点に留意してください。 

ア 共同事業体の名称を設定し、代表者となる団体を選定すること。なお、代表団体及び

構成員の変更は、原則として認めません。 

イ 共同事業体の構成員は、他の共同事業体の構成員となり、又は単独で申請することは

できません。 

ウ 共同事業体で応募する場合は、所定の様式（様式 5-1～5-4）を提出してください。 
 

⑵ 次のいずれかに該当する団体等は、応募者となることはできません（代表者、役員等を

含む）。 

ア 法第244 条の２第11項の規定による指定の取消しを受けてから２年を経過しない者 

イ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16 号）第167 条の４の規定に該当する者 

ウ 国又は地方公共団体との契約に関して指名停止措置を受けている者 

エ 会社更生法（平成14 年法律第154 号）、民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づ
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く更生又は再生手続きを行っている者 

オ 国税及び地方税を滞納している者 

カ 伊豆市暴力団排除条例（平成24年伊豆市条例第２号）第２条に規定する暴力団、暴力

団員、暴力団員等又はこれらと密接な関係者である者 

キ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けること

がなくなった日から２年を経過しない者 

 
⑶ 施設の管理運営に必要とされる従業員確保、初期出資金の調達が可能な団体等であるこ

と 

 
11 募集要項等の配布等 

⑴  募集要項等の配布 

下記の期間に、伊豆市建設部都市計画課（伊豆市役所中伊豆庁舎 １階）及び伊豆市ホー

ムページ（http://www.city.izu.shizuoka.jp）上で配布します。 

配布期間：令和７年７月９日（水）～令和７年９月19日（金） 

※都市計画課での配布は、土・日・祝日を除く午前８時30分から午後５時15分まで 

 
 

⑵ 募集説明会（WEB会議形式で実施） 

ア 日時 

下記の日時で開催します。募集要項及び関係書類は、あらかじめ応募者がご用意して

ください。 

日時：令和７年７月16日（水）午後３時から 

備考：ZOOMによるWEB会議形式で実施します。 

 
イ 参加申込 

下記期限までに、「募集説明会参加申込書（様式１）」を電子メールにて提出してく

ださい。申込書に記載いただいたメールアドレス宛に、募集説明会のURL等を通知いた

します。 

申込期限：令和７年７月15日（火）正午 

申込先：メールアドレス tosikei@city.izu.shizuoka.jp 

※参加申込がない場合は、説明会に参加することはできません。 

 

⑶ 質問及び回答 

ア 募集要項等に関する質問 
下記期間内に、「質問書（様式２）」を電子メールにて提出してください。 

受付期間：令和７年７月16日（水）～令和７年７月23日（水） 

提出先：メールアドレス tosikei@city.izu.shizuoka.jp 

※口頭・電話等による質問及び受付期間外の提出には応じません。 

 
 

http://www.city.izu.shizuoka.jp/
mailto:michinoeki@city.izu.shizuoka.jp
mailto:michinoeki@city.izu.shizuoka.jp


11 
 

イ 質問に関する回答 

伊豆市ホームページにて随時回答します。掲載された回答内容は、募集要項等の追加

又は修正とみなします。なお、最終回答は令和７年７月30日（水）とします。 

 

12 応募の手続き 

⑴ 応募書類 

応募にあたっては、下表に示す書類を提出してください。なお、本市が必要と認める場合

は、追加資料の提出を求めることがあります。 

 

応募書類一覧 
 

様式番号等 書類名 提出部数 備考 

様式 1 募集説明会参加申込書 １部 
 

様式 2 質問書  

様式 3 指定管理者指定申請書 

正本 1 部、副

本 20 部（コピ

ー可） 

 

様式 4 団体概要書 法人又は団体の場合 

様式 5－1 共同事業体構成員表 

共同事業体の場合 
様式 5－2 共同事業体構成員概要書 

様式 5－3 共同事業体協定書 

様式 5－4 委任状 

 

様式 6 
 

応募資格がある旨の誓約書 
共同事業体の場合、 

構成員全てが提出 

様式 7－1～ 

   7－7 

 

事業計画書 

 

様式 8 収支計画書  
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様式番号等 書類名 提出部数 備考 

附属資料 

定款、寄附行為、規約その他これら

に類する書面 

正本 1 部、 

副本 1 部（コ

ピー可） 

共同事業体の場合、

構成員全てが提出 

法人にあっては登記事項証明書（3 

ヶ月以内に取得したもの）、法人以

外の団体にあっては代表者の住民 

票の抄本 

印鑑証明書 

共同事業体を組成 

し、その構成員が法

人でない場合 

直近 1 年間において、国税及び地方

税の滞納がないことを証明する書

類 ※納税証明書、完納証明書等 

共同事業体の場合、

構成員全てが提出 

申請日の属する事業年度の前年度に

おける財産目録、貸借対照表、損益

計算書その他団体の財務状況を 

明らかにする書面 

申請日の属する事業年度の前年度に

おける事業報告書、その他団体の 

業務内容を明らかにする書面 

 

⑵ 応募書類の提出 

上記応募書類を作成のうえ、下記期間内に持参又は郵送にて提出してください。 

提出期限：令和７年９月19日（金）   午後５時15分（必着） 

提出先：伊豆市建設部都市計画課（伊豆市役所中伊豆庁舎 １階） 

〒410-2592 静岡県伊豆市八幡 500-1 

※持参の場合、土・日・祝日を除く午前８時30分から午後５時15分まで 

 
⑶ 募集・選定スケジュール 

募集選定のスケジュールは以下のとおりとします。 
 

募集から指定管理候補者選定までのスケジュール 
 

日程 内容 

令和７年７月９日（水）から 

令和７年９月19日（金）まで 

 

指定管理候補者募集要項等の配布 

令和７年７月15日（火）正午まで 指定管理候補者募集説明会の参加申込 

令和７年７月16日（水） 指定管理候補者募集説明会 

令和７年７月16日（水）から 

令和７年７月23日（水）まで 

 

募集内容に関する質問の受付 

令和７年７月30日（水） 質問に関する回答 
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日程 内容 

令和７年７月９日（水）から 

令和７年９月19日（金）まで 

 

応募書類の提出 

令和７年10月２日（木）【予定】 一次審査（提出書類による審査） 

令和７年10月上旬【予定】 二次審査の日時の通知 

令和７年10月中旬【予定】 二次審査（提出書類によるヒアリング） 

令和７年11月上旬【予定】 指定管理候補者の選定及び通知 

令和７年11月中旬【予定】 指定管理候補者との覚書の締結 

令和７年12月下旬 指定管理者の指定（12月定例会） 

令和７年11月上旬～12月下旬【予定】 指定管理候補者との協議 

令和８年３月上旬【予定】 指定管理候補者との基本協定書の締結 

 

13 審査及び選定の方法 

⑴ 審査方法 

・指定管理候補者の選定は、手続条例及び伊豆市指定管理者審査会条例（平成19年伊豆市条

例第17号）並びに本要項に基づき実施します。 

・選定審査は、提出書類による一次審査（書類審査）と二次審査（伊豆市指定管理者審査会

（以下「審査会」という。）による提出書類の提案内容に基づくヒアリング） により行

います。なお、応募者が３団体以下の場合、本市は一次審査を省略するものとします。 

・二次審査の日時、場所、詳細については、一次審査を行った後、別途通知します。 

 

⑵ 審査基準 

指定管理者の選定のため、応募者から提出された提案書類について検討し、下記の審査

基準に沿って審査を行います。 

区分 評 価 乗率 評 価 基 準 

Ａ 特に優れている 1.00 審査基準に対し、特に優れた内容 

Ｂ 優れている 0.75 審査基準に対し、優れた内容 

Ｃ 普通 0.50 審査基準に対し、普通の内容 

Ｄ やや劣っている 0.25 審査基準に対し、やや劣っている内容 

Ｅ 劣っている 0.00 審査基準に対し、劣った内容 

 

審 査 項 目 配 点 

１ 施設管理に関する基本的な考え方 ２０  

２ 応募者の構成・管理実績 １０  

３ サービス向上と利用促進に関する計画 ５０  

 

（１） 広報・情報発信・利用促進 １０  

（２） 利用者意見の反映等  １０  

（３） 提案事業 １０  

（４） 自主事業 １０  

（５） 地域団体との連携  １０  
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審 査 項 目 配 点 

４ 運営管理に関する計画 ３０  

 
（１） 基本方針 ２０  

（２） 実施体制 １０  

５ 維持管理に関する計画 ３０  

 （１） 保守管理 １０  

 （２） 安全管理 １０  

 （３） 植栽管理 １０  

６ 危機管理体制 ２０  

７ 事業収支計画 ４０  

 
（１） 収入計画（指定管理経費含む） ２０  

（２） 支出計画 ２０  

合  計 ２００ 

 

ア 一次審査（応募者が３団体以下の場合は省略） 

・本市建設部において、提出された応募書類を上記審査基準に基づき採点します。その

後、得点の高い順に上位３団体を選定します。 

イ 二次審査 

・提出書類の提案内容に基づくプレゼンテーション及び質疑応答によるヒアリングを実

施し、上記審査基準に基づき採点・審査を行います。 

・パワーポイントの使用は可能ですが、提出資料に掲載のない事項のプレゼンテーショ

ンを行うこと、提出資料に掲載のない写真等を用いてプレゼンテーションを行うこと

は禁止します。 

・審査会の採点・審査は非公開とします。 

 

⑶ 結果及び通知 

・本市は、審査会による審査結果に基づき、指定管理候補者を選定し、全応募者に結果を文

書で通知します。 

・選定結果として、選定された応募者名、審査結果の概要等を公開する場合があります。 

 

⑷ 審査対象からの除外 

次のいずれかに該当すると認められた場合は、失格となります。 

ア 提出された書類に虚偽又は不正があった場合 

イ 審査に対し不当な要求を申し入れた場合 

ウ 有利な取り計らいを得る目的で審査会委員に個別に接触した場合 

エ 募集要項に違反又は著しく逸脱した場合 

オ 書類提出後に事業計画の内容を変更した場合 

カ 他者の提案図書を盗用した疑いがある場合 

キ その他の不正行為があった場合 
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⑸ 再度の選定 

指定管理候補者の審査から指定管理者指定の議決までの期間中に、その団体等を指定管

理候補者とすることが著しく不適当と認められる事情が生じたときは、審査において次点

となったものから順に指定管理候補者を選定できることとします。 

 
14 覚書 

本市と指定管理候補者は、議会の議決を前提として、指定管理者が行う以下の業務等を

含む指定管理候補者の期間全体に効力を有する事項を定めた覚書を締結します。 

 

(1) 指定管理候補者が行う業務 

指定管理候補者は、以下のア～エの業務を行います。 

なお、指定管理候補者の期間については、担当者等の常駐は不要とします。なお、指定

管理候補者が行う業務に要する人件費や事務費等は指定管理候補者の負担とします。 

ア 運営準備に関する業務 

イ 広報・告知の準備に関する業務 

ウ 管理運営計画に関する業務 

エ その他、指定管理業務の実施に向けて必要な関係業務 

 
15 協定 

本市と指定管理（候補）者は、手続条例に基づき、協議のうえ、事業を円滑に実施する

ために指定期間全体に効力を有する基本的事項を定めた基本協定書と、当該事業年度にお

ける事項について定めた年度協定書を締結します。 

 
16 応募に際しての注意事項 

⑴ 複数申請の禁止 

・１応募者につき１申請とします。 

・共同事業体により申請する場合、その共同事業体の構成員は、当該施設に関し、他の共同

事業体の構成員となり、又は単独で申請を行うことはできません。 

 

⑵ 応募に係る費用負担 

募集説明会への参加、応募書類作成等に要する費用は、応募者の負担とします。 

 

⑶ 再提出等の禁止 

・提出した応募書類の再提出、差替えはできません。 

・事故等のやむを得ない事情が生じた場合は、速やかに、変更内容を証明できる書類を添え

て届け出てください。ただし、事業計画書及び収支計画書に関する変更はできません。 
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⑷ 手続等において使用する言語、通貨等 

手続等において使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及

び計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとします。 

 
⑸ 著作権及び提出物の扱い 

・提出された応募書類は返却しません。 

・提出された応募書類の著作権はそれぞれの応募者に帰属します。 

・本市が必要と認めるときは、提出された書類等の全部又は一部を無償で使用できるものと

します。 

 
17 評価、指定期間の更新 

・本市は、指定期間中における指定管理者の管理運営状況を評価し、評価結果を本市のホー

ムページ等で公表することができるものとします。 

・指定期間完了の２年前までの実績を評価し、一定の水準を満たしていると本市が認めた場

合は、議会の議決を経て、指定期間の更新を行うことを可能とします。 

 
18 業務の引継ぎ 

・指定期間が終了したとき又は指定が取消されたときには、原則として、施設及び設備を原

状に復して速やかに本市に引渡すとともに、次期指定管理者又は本市が円滑かつ支障なく

業務を遂行できるよう、施設の管理運営に必要となる書類や情報等を提供するなど、十分

に業務の引継ぎを行うものとします。 

・業務の引継ぎに関する費用は指定管理者の負担とします。 

・備品については、本市と指定管理者それぞれの所有を明確にした備品台帳に基づき、引渡

すものとします。 

 
19 環境に配慮した取組み 

指定管理者は、本事業の実施にあたり、省エネルギー、省資源、ごみ減量化・リサイク

ル、温室効果ガス排出量削減等、環境への配慮に努めるとともに、利用者に対して環境の

保全に関する情報提供に努めることとします。 

 
20 公租公課の取扱い 

指定管理者については、法人市民税、事業所税等の納税義務を負う場合があります。市

税については本市市民部税務課、国税については税務署、県税については財務事務所にお

問い合わせください。 

 
21 その他 

⑴  個人情報保護 
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指定管理者は、本業務を実施するうえで知り得た個人情報について、適正な管理のため

に必要な措置を講じるほか、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）、その

他の関係法令を遵守するものとします。 

 
⑵ 情報公開 

指定管理者は、業務を行うにあたり作成し、又は取得した文書等で指定管理者が管理し

ているものの公開については、別途情報公開に関する基準等を定める等、適正な情報公開

に努めるものとします。 

 
⑶ その他、業務の実施条件等 

その他、業務の実施条件、業務の実施、緊急時の対応、利用料金等に係る具体的な取扱

いや細目的な取決めについては、協定で定めるものとします。 

 
22 問合せ先 

伊豆市建設部都市計画課（伊豆市役所中伊豆庁舎 １階） 

〒410-2592 静岡県伊豆市八幡 500-1 

電話：0558-83-5206  FAX：0558-83-5497 

メールアドレス：tosikei@city.izu.shizuoka.jp 

 

 

■別添資料一覧 

・別添１：伊豆市地域防災計画 

・別添２：公園計画平面図 

・別添３：管理棟・トイレ平面図 

・別添４：業務水準書 

 


